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本マニュアルは、令和元年東日本台風の経験から得られた教訓等を活かし、 

今後起こりうる大規模災害における災害廃棄物処理について、処理主体であ 

る市町及び一部事務組合（以下「市町等」という。）に対して県が実施すべき 

支援、関係機関との連携等の必要な事項に関する具体的な対応方法を示すこ 

とにより、災害時の適正かつ迅速な廃棄物の処理に資することを目的とする。 

 

 

 

本マニュアルは「栃木県災害廃棄物処理計画」を踏まえ、災害廃棄物処理 

に関する県（資源循環推進課及び各環境森林（管理）事務所（以下「環境森 

林事務所等」という。））の具体的な役割と対応を示す。 

   なお、災害廃棄物等の処理等を円滑に実施するための具体的な応援体制、

業務内容等については、「栃木県災害廃棄物等処理実施要領（以下「要領」と

いう。）」を参照する。 

 

 

 

 (1)資源循環推進課・環境森林事務所等の役割 

ア 資源循環推進課の役割 

・ 県内市町等、他都道府県、国、民間事業者団体等と連携した支援・協 

力体制の構築 

・ 県内における処理全体の進捗管理 

・ 被災の状況から市町単独での処理が困難な場合、被災規模に応じ、 

地方自治法に基づく事務委託を受けて災害廃棄物を処理 

イ 環境森林事務所等の役割 

   ・ 被災市町に対する災害廃棄物の処理に係る技術的支援 

    ・ 現地における被災状況の確認 
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(2) 内部組織体制（県災害対策本部（以下「災対本部」という。）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 内部組織体制のイメージ図 

 

 

表 1 資源循環推進班・各環境森林（管理）事務所における役割 

担当 通常業務での担当 内容 

班
長 

課長 
・指揮命令 

副
班
長 

総括 

・指揮命令補佐 

・職員等の安否確認及び参集見込みの確認 

・組織体制の構築 

 

災
害
等
廃
棄
物
対
策 

チ
□
ム
リ
□
ダ
□ 

災害等廃棄物対策 

チームリーダー 

 

 

 

 

・指揮命令補佐 

・組織体制の構築補佐 

 

環境森林事務所等 

被災市町等 

資源循環推進班 
班長（資源循環推進課長） 

総務担当 

市町支援担当 調整担当 

災害等廃棄物対策 

チームリーダー 

副班長（総括） 

産業資源循環協会 

連携 国等 

環境美化協会 

環境整備事業協同組合 

情報収集・提供、助言・支援 

ペストコントロール協会 
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担当 所属での主な割振 内容 

総
務
担
当 

◎災害等廃棄物対策 

 チーム 

○企画推進担当 

・災対本部、庁内関係部署との連携 

・国との連携・調整及び現場パトロールへの同行 

・災害廃棄物対策全体の進捗管理 

・情報の取りまとめ及び関係機関との共有 

・公用車の確保 

・連絡体制の確認 

・災害廃棄物処理に係る広報 

・視察対応 

・県災害廃棄物処理実行計画・処理方針の策定 

・被災市町から事務を受託する場合の調整 

調
整
担
当 

◎審査指導班 

○災害等廃棄物対策 

 チーム 

・産業資源循環協会との協定に関する連絡・調整 

・産業廃棄物処理施設に係る技術的助言 

市
町
支
援
担
当 

◎廃棄物対策担当 

○災害等廃棄物対策 

 チーム 

・市町等への被害状況及びニーズ等に係る聞き取り調査 

・被災市町等へのフェーズに応じた情報提供 

・環境美化協会及び環境整備事業協同組合並びにペストコン

トロール協会との協定に関する連絡・調整 

・被災していない市町等の処理余力調査 

・市町等の相互応援協定に関する連絡・調整 

・災害廃棄物処理全般に係る技術的助言 

・一般廃棄物処理施設に係る技術的助言（廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄

物処理法」という。）第９条の３の２に関する対応を含

む） 

・市町災害廃棄物処理実行計画等の策定支援 

・補助金及び公費解体に係る説明会の調整・実施 

・解体費用等の参考価格の提示 

・模擬査定の実施 

・災害査定の調整 

環
境
森
林
事
務
所
等 

環境対策課長 

・課内指揮命令 

・職員等の安否確認及び参集見込みの確認 

・課内組織体制の構築 

・現場パトロール後の市町への助言 

担当 

・現場パトロール 

・民間処分事業者の被災情報等の収集 

・各種協定に基づきマッチングした際の市町と当該民間処分

事業者との協議への立会い、助言 

・廃棄物処理法第 15 条の２の５に関する対応 

・廃棄物処理法第９条の３の３に関する対応 

・補助金及び公費解体に係る説明会の調整・実施の補助 

※ ◎：主担当、○：副担当（職員の参集状況によっては、横断的な割り振りを行う） 
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   県は、上位計画等の見直しや、今後実施する訓練や実際の災害対応から得 

られる課題等を踏まえ、適宜、マニュアルの見直しを行う。 
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発災後（水害等、災害が事前に予測できる場合は、その時点）速やかに、 

各職員の安否確認や参集状況の把握を行うとともに、資源循環推進班の中に 

３つの担当を置き、環境森林務所等と連携・協力し、災害廃棄物の処理体制 

を確立する。 

 なお、総務担当から特別の指示がない限り、各担当及び環境森林事務所等 

は、資料 14 のチェック表に基づく、情報共有等の手法をとることとする。 

 

＜当日＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料については、災害ごとに状況

や求められる事項が異なること

から、参考に示すもの 

(1) 職員の安否確認 

   

(2) 参集見込みの確認 

水害時は事前に実施 

(3) 組織体制の検討 

  水害時は事前に実施 

(4) 連絡手段の確認 

  水害時は事前に実施 

(5) 移動手段の確保 

  水害時は事前に実施 

□各職員は、自らの安全を確保する 
□総括及び環境森林事務所等の環境対策課長は、職員（家族を 
含む）の安否を確認する 

□総括及び環境森林事務所等の環境対策課長は、初動に必要な人

員の参集見込みを把握・集計し、資料１に業務対応者を割り当

てる                      資料１ 

□予め決められた内部組織体制に基づき、災害時組織体制へ移行

する 
※参集した職員で対応を開始 
※管理職不在の場合には、代理者が指揮命令を実施 

□総務担当は、予め整備した災害時緊急連絡先を再確認し、関係

機関と共有する                  資料２ 

□総務担当及び環境森林事務所等は、公用車を確保し、現場パト

ロールを行う体制を整える                    資料１ 

第２章 災害時の対応 
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 発災直後においては、被災市町等は仮置場の設置・運営や住民への広報な 

ど多忙な業務を行っており、被災の全体像が把握できないことが想定される 

ため、初動期においては、市町等に対する聞き取り調査は、県が支援を行う 

ために必要とする最低限の情報とする。 

 

＜当日＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 参考情報の提供 

  水害時は事前に実施 

(4) 現場パトロール 

(3) 聞き取り調査 

(5) 関係者との情報 

  共有 

(1) 災対本部情報の 

収集 

   水害時は事前に実施 

□総務担当は、災対本部の情報等により県内全体の被災状況を収

集する（随時収集する） 
※被災箇所、被災家屋数、避難所所在地及び避難者数、ライフ

ラインの被害状況、道路・橋梁等の被害状況 
□総務担当は、被災家屋数から災害廃棄物発生推計量及び仮置場

必要面積を推計する（随時更新する）       資料３ 

□市町支援担当は、県内で大規模な被災の恐れがある場合に

は、市町等に対して参考となる情報を提供する 
※仮置場での留意点、応援協定の活用、廃棄物処理法におけ

る災害時の特例、ボランティアとの連携、補助金の活用等 

□市町支援担当は、市町等に対し被災状況を確認するととも

に、定期報告を依頼する             資料４ 
□環境森林事務所等は、総務担当の依頼に基づき民間処分事業

者に対し被災状況を確認し、総務担当に報告する 

□環境森林事務所等は、現場の状況を踏まえ、安全に行える範

囲で現場パトロールにより被災規模を把握する 
□環境森林事務所等は、パトロール結果について、総務担当に

報告するとともに、適宜、市町に対して情報提供・助言等を

行う                      資料５ 

□総務担当は、収集した情報を取りまとめ、関係者と共有する 
※課内、環境森林事務所等向け      資料１、資料４ 

各市町等、民間事業者団体、国向け       資料４ 

(6) 住民等への広報 □総務担当は、県ホームページにおいて、災害廃棄物の分別の

重要性や仮置場の設置状況、その他必要な情報について住民

等へ広報する                                  資料７ 
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＜２日目以降＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 県が支援のため最低限収集する情報及び目的 

収集内容 目的 

災害廃棄物の発生推計量 ・県は、現場パトロールや支援の優先度を確認 

・各市町は、直接応援の判断を行うために活用 

 災害廃棄物の発生推計量 

（市町からの報告） 

・公表されている住家被害からは、分からない部分

（稲わら等）を含めた数値を確認 

災害廃棄物の発生推計量 

（被災家屋数からの推計） 

・市町が災害廃棄物の発生推計量を過小に算出して

いないか県及び市町自ら確認 

 

(7) 余力調査 

(4) 現場パトロール 

(3) 聞き取り調査 

(5) 関係者との情報 

  共有 

□市町支援担当は、定期報告を確認し、未提出の市町等に対し、

聞き取り調査を行う               資料４ 

□環境森林事務所等は、災対本部や共有された情報等を基に現

場パトロールにより被災箇所（勝手仮置場、路上堆積箇所等）

及び仮置場や集積場を確認する 
□環境森林事務所等は、パトロール結果について、総務担当に

報告するとともに、適宜、市町に対して情報提供・助言等を

行う                                       資料５ 

□市町支援担当は、被災していない市町等に対し、処理余力等

を調査する                   資料６ 
□市町支援担当は、マッチング状況を管理し、市町等の余力を

適宜見直す 

□総務担当は、収集した情報を取りまとめ、関係者と共有する 
※課内、環境森林事務所等向け      資料１、資料４ 

各市町等、民間事業者団体、国向け       資料４ 

(6) 住民等への啓発 □総務担当は、県ホームページ等において、災害廃棄物の分別

の重要性や仮置場の設置状況、その他必要な情報について住

民等へ広報する                 資料７ 

(1) 災対本部情報の 

収集 

   水害時は事前に実施 

□総務担当は、災対本部の情報等により県内全体の被災状況を収

集する（随時収集する） 
※被災箇所、被災家屋数、避難所所在地及び避難者数、ライフ

ラインの被害状況、道路・橋梁等の被害状況 
□総務担当は、被災家屋数から災害廃棄物発生推計量及び仮置場

必要面積を推計する（随時更新する）       資料３ 
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収集内容 目的 

仮置場での受入状況 ・県は、県内の進捗管理に活用 

 仮置場名称（所在地） ・県は、現場パトロールする箇所を確認 

使用率 ・県は、仮置場の充足状況を確認 

公表の有無 ・県は、住民等へ周知する仮置場を確認 

受入状況 ・県は、県内の進捗管理に活用 

その他集積所等の有無・回収状況 ・県は、現場パトロールする箇所を確認 

設置仮置場の有効面積/必要面積 ・県は、仮置場の充足状況を把握し、県有地及び国有

地の提供が必要か確認 

処理施設の被害状況 ・県は、生活ごみや災害ごみの処理方法・支援の必要

性を確認 

・各市町等は、直接応援の判断を行うために活用 

 施設被災状況 

対応状況・復旧見込み 

仮設トイレの設置状況 ・県は、し尿の処理方法・支援の必要性を確認 

・各市町等は、直接応援の判断を行うために活用  設置箇所名称（所在地） 

汲み取り状況 

支援ニーズ ・県は、関係機関との支援の調整に活用 

・各市町等は、直接応援の判断を行うために活用 

 

 

 

共有された情報を踏まえ、調整担当及び市町支援担当は、協定等に基づき、 

民間事業者団体等と応援が必要な業務量や場所などについて、調整等を行う。 

環境森林事務所等は、適宜、マッチングした民間処分事業者と市町等の協 

議の場に立ち会い、助言を行う。 

※ 具体的な協定手続の流れについては、資料８を参照 

 

＜当日＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 受援体制の構築 

□調整担当は、民間事業者団体を通じて応援可能な民間処分事

業者の処理能力（被災状況）を確認する 
□調整担当及び市町支援担当は、把握した被災市町等の被災規

模等を踏まえ、民間事業者団体と応援が必要になりそうな市

町等及び業務について整理・調整しておく 

(1) 民間事業者団体と

の調整 

 

□総務担当は、環境省及び他県から当県へ支援の申し出があっ

た場合には、執務ができる場所等を確保する 
□環境省職員の現場パトロールには、総務担当及び環境森林事

務所等が同行する 
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＜２日目以降＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 協定に基づく支援要請の優先順位及び担当窓口 

被災市町のニーズ 優先順位 要請先 担当窓口 

仮置場の人員・ 

資機材 

１ 産業資源循環協会 審査指導班 

２ 市町等 廃棄物対策担当 

収集運搬（ごみ） １ 環境美化協会 廃棄物対策担当 

２ 産業資源循環協会 審査指導班 

３ 市町等 廃棄物対策担当 

収集運搬（し尿） １ 環境整備事業協同組合 廃棄物対策担当 

２ 市町等 廃棄物対策担当 

処分（ごみ） １ 産業資源循環協会 審査指導班 

１ 市町等 廃棄物対策担当 

処分（し尿） １ 市町等 廃棄物対策担当 

 

表４ 国への支援要請 

要請先 支援主体 連絡事項 実施内容 

環 境 省

関 東 地

方 環 境

事務所 

 

支援チーム 

（関東ブロック） 

・派遣先市町 

・業務内容及び必要人数  

・人的支援 

（主にマネジメント支援） 

人材バンク 

（全国の自治体） 

・被災市町 

・業務内容及び必要期間 

・人的支援 

（主にマネジメント支援） 

災害システムズ 

（D-Waste.Net） 

・応援先の市町 

・処理の品目及び数量 等 

・処分に係る支援 

全都清 

（D-Waste.Net） 

・様式９のとおり ・収集運搬に係る支援 

 

 

(3) 支援の調整・斡旋 

 

□調整担当及び市町支援担当は、協定等に基づき、被災してい

ない市町等や民間事業者団体と調整・応援を要請する 
資料８ 

(4) 市町等と民間処分

事業者間での協議  

 

□環境森林事務所等は、市町等の要望に基づき、マッチングし

た民間処分事業者と市町等との初回の協議に立ち会うととも

に、技術的助言を行う（次回以降の協議には、状況に応じ立

ち会うこととする） 
※協議に立ち会う場合は、被災市町等と日程等について調整

の上で実施 

※廃棄物処理法に係る手続等について教示するほか、応援の

内容に対する法令規制等について助言する 
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  全壊又は半壊と認定された家屋があることが確認された場合には、被災市

町に対して、公費解体の実施の見込みとニーズを確認し、説明会を行うなど

支援を行う。 

 

＜２週間以内＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１箇月以内＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 公費解体に係る説

明会の開催 

 

□市町支援担当は、被災市町に対して公費解体等の実施の見込

みとニーズを確認し、開催の判断を行う 

□市町支援担当は、環境省関東地方環境事務所等と開催日、場

所等について調整する（原則、補助金説明会と併せて開催） 

□市町支援担当は、各市町等へ開催通知を通知し、出席者を確

認の上、資料を必要部数準備する 

※資料内容については、環境省関東地方環境事務所と調整 

□市町支援担当は説明会を開催する 

(2) 公費解体に係る参

考単価の提示 

□市町支援担当は、解体費用とそれに伴う運搬費を算出し、被

災市町へ提示する 
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   被災市町等に対して、補助金申請の見込みを確認し、説明会等の支援を行

う。また、適宜、環境森林事務所等に応援を要請し、説明会の会場準備や現

地査定時における査定官等の送迎・査定への同席等を行う。 

 

＜２週間以内＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜報告書提出の２週間前を目途＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜査定の２週間～１箇月前を目途＞ 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ヒアリング 

 

(3) 模擬査定 

□市町支援担当は、ヒアリング等の必要性を判断の上、各市町

等とヒアリング日時、場所等について調整する 
※参考：令和元年東日本台風では１市町１時間程度 

□市町支援担当は、報告書の内容を確認し、修正依頼及び助言

を行う                     資料 10 

※ヒアリング時には、その他処理の進捗状況や支援ニーズに

ついて聴取 

□市町支援担当は、各市町等から模擬査定の実施希望を確認し、

実施体制を構築する 

□市町支援担当は、希望する市町等と実施日、場所等について

調整の上、模擬的に査定を行い、助言する     資料 10 

(1) 補助金説明会の開

催 

□市町支援担当は、被災市町等に対して、補助金申請の見込み

を確認し、開催の判断を行う 
□市町支援担当は、環境省関東地方環境事務所等と開催日、場

所等について調整（原則、公費解体説明会と併せて開催） 
※参考：令和元年東日本台風では発災から 13 日後に２箇所で 

開催 
□市町支援担当は、各市町等へ開催通知を通知し、出席者を確

認の上、必要部数資料を準備する 
※資料内容については、環境省関東地方環境事務所と調整 

□市町支援担当は、説明会を開催する 

※参考：令和元年東日本台風では１箇所２時間を目安に実施 
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   市町における災害廃棄物の処理状況を把握し、１日も早い処理完了に向け 

処理先の斡旋など市町を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 災害査定 □市町支援担当は、環境省、財務省、市町等と日程等を調整す

る 
□市町支援担当は、査定会場の準備を行う           資料 11 

※カラープリンタ、FAX、パソコン、付箋、マーカー等 
□市町支援担当は、査定に同席する 

※県の役割（市町等のフォロー、記録、補正する場合の日程

調整、県庁内で実施する場合は、その他コピー取り、湯茶提

供） 

(1) 県災害廃棄物処理

実行計画・処理方

針の策定 

□総務担当は、災対本部が設置された場合には、市町が迅速か

つ適切に災害廃棄物を処理できるよう指針となる県災害廃棄

物処理実行計画又は処理方針の策定の必要性を判断する 
□総務担当は、必要に応じて県災害廃棄物処理実行計画又は処

理方針を策定する                資料 12 

(2) 処理の進捗管理 □総務担当は、市町における災害廃棄物の処理状況を把握し、

県及び市町の災害廃棄物処理実行計画又は処理方針に従って

進捗状況を確認し、遅延が見られる市町に対しては、支援ニ

ーズを把握するとともに、必要な支援を行う   
 資料 13 

□環境森林事務所等は、資料 13 からは得られない市町からの

支援ニーズや情報等を察知した場合は、総務担当に報告する

とともに、技術的な助言を行う 


